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「清流の国ぎふ森林・環境税」に関する市町村アンケート結果 

調査期間：令和７年９月２４日～１０月２４日 

 

設問１  第３期「県森林・環境税」の制度に対する全体評価について 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

普通：岐南町、笠松町、北方町、海津市、下呂市 

 

 

 

 

［主な意見］ 

（評価できる、一部評価できる） 

・従来の方向性である「豊かな森づくり」「清らかな川づくり」を維持しつつ、SDGs の取組みもあ

ることから、評価できる。[羽島市] 

・里山林整備事業などの住民の生活に直結する事業は、非常に喜ばれる。また、ニホンジカ、ニホ

ンザルによる被害は依然として多く、個体数調整事業は非常に助かる。[揖斐川町] 

・安定した財源があることで、継続的な取り組みが可能。[恵那市] 

（普通） 

・町として活用できる事業が少なく、町民の負担に見合っているか判断が難しい。[岐南町] 

 

■設問２  「県森林・環境税」制度の継続の可否について 

 

 

 

 

 

（参考） 

その他  ：笠松町、安八町、関市 

 

「評価できる」「一部評価できる」をあわせて約８８％となり、制度全体として、 

概ね評価をしていただいている。 

「継続すべき」が約９３％となり、概ね継続が望まれている。 

選択肢 市町村数

評価できる 28

一部評価できる 9

普通 5

評価できない 0

わからない 0

 

 

資料５ 
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［主な意見］ 

（継続すべき） 

・地元のニーズは依然として高い。[本巣市、可児市] 

・財政的に厳しく、国補の対象にならない森林を抱える当村においては、県森林・環境税の継続は

必要。[東白川村、白川村] 

・県森林・環境税は、譲与税では活用できない事業に活用できるため、継続すべき。[多治見市] 

（その他） 

・森林が無いので直接的な活用は無いかもしれないが、森林を守ることは大切と考える。[安八町] 

・市として継続を望むものの、対象となり得る事業が（森林環境譲与税と）重複する限り、少なく

とも納税者に対し、制度上において、県森林・環境税の使途をはっきりとしておく必要がある。

[関市] 

 

■設問３  次期「県森林・環境税」における市町村支援の在り方について 

 

 

 

 

 

（参考） 

支援は必要ない：瑞浪市 

その他    ：羽島市、笠松町、神戸町 

安八町、関市、富加町 

七宗町、白川村 

 

 

 

［主な意見］  

（支援が必要） 

・木材利用、木育に関する補助の制度づくりができていない。また、人材不足で県に代わり補助制

度の運用ができない。[岐阜市] 

・譲与税と一般財源のみでは、森林整備・普及啓発・木材利用・獣害対策一円における十分な対応

が難しい。[山県市、養老町、関ケ原町、池田町、郡上市、美濃加茂市、坂祝町、川辺町、東白川

村、多治見市、恵那市、中津川市] 

・県森林・環境税と譲与税の使途については、過度な棲み分けを行わず、譲与税による市町村事業

に組み合わせ、県事業を補完的に活用できるとよい。[中津川市] 

（支援は必要ない） 

・木材利用や木育も重要であるが、それ以上に生活に影響を及ぼす森林整備や水源林整備が喫緊の

課題であると考える。[瑞浪市] 

約７９％の市町村において、引き続き「県森林・環境税」による支援が必要と考えている。 

※ 

※「木材利用」、「木育」に関する事業において、定率・定額補助による支援 

選択肢 市町村数

引き続き「県森林・環境税」による支援が必要である 33

「県森林・環境税」による市町村への支援は必要ない 1

その他 8
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（その他） 

・県森林・環境税、譲与税ともに同様の目的に使用できるが、多様な支援制度が必要。[羽島市] 

・譲与税にて同等の活用が見込まれるため、支援の必要性は低い。[神戸町] 

 

■設問４ 次期制度において特に継続を希望する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：市町村 ※複数選択可（10事業まで） 
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環境保全林整備

木の香る快適な公共施設等整備

危険木の除去

バッファーゾーン整備

ぎふの木で学校まるごと木製品導入事業

野生鳥獣個体数管理事業（シカ）

森林空間施設整備促進事業

ぎふの木育教材導入支援事業

森と木と水の環境教育推進事業

ライフライン保全対策事業

森林空間活用促進事業

観光景観林整備事業

清流の国ぎふ地域活動促進事業

県民協働により未利用材の搬出促進事業

脱炭素社会に貢献する森林づくり事業

野生鳥獣個体数管理事業（サル）

野生鳥獣個体数管理事業（カワウ等）

安心と共生のニホンザル対策事業

生物多様性の保全・再生普及啓発事業

生態系保全団体支援、市町村支援事業

次代の環境活動を担う人材育成支援事業

森林吸収源対策事業

木育拠点運営推進事業

ぎふ木育全県展開推進事業

木質バイオマス利用施設導入促進事業

野生動物管理推進センター運営事業

流域協働による効率的な河川清掃事業

カーボン・オフセット理解促進事業、「脱炭素社会ぎ…

河川魚道の機能回復事業

水田魚道設置推進事業、用排水路・河川落差解消支…

脱炭素社会ぎふを支える人づくり推進事業

小水力発電施設環境教育推進事業
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■設問５  次期制度では改善を希望する事業 

 改善の要望があった事業は、全３３事業中以下の１４事業 

○環境保全林整備事業［池田町、下呂市、高山市］ 

 補助要件の見直し（林齢による制限の撤廃、間伐単価に玉切りを追加）を希望。 

○里山林整備事業（全般）［岐阜市、池田町、美濃加茂市、御嵩町、下呂市］ 

・予算・配分額の増額、申請手続きの簡素化、補助単価の見直しを希望。 

・バッファーゾーン整備後の危険木除去も可能としてもらいたい。 

○危険木の除去［関ケ原町、御嵩町、高山市、白川村］ 

・補助要件の見直し（保全対象の拡充。補助対象木が枯損木と傾立木に限定されてお 

り、保全対象に危険が生じていても補助対象にならない場合がある。）を希望。 

 ○バッファーゾーン整備［関ケ原町、富加町、川辺町、七宗町、高山市］ 

  ・補助単価の見直し、施業条件による補助金額の上乗せを希望。 

  ・一度、森林整備した場所でも、10年経てばバッファーゾーン整備を可能としてほし

い。 

  ・整備後の維持管理を整備後３年間は補助対象としてほしい。 

 〇木の香る快適な公共施設等整備事業［大野町、高山市］ 

 ・補助要件の見直しを希望。 

・補助単価の見直し（上限１セット 18千円の拡充）を希望。 

 〇ぎふの木で学校まるごと木製品導入事業［東白川村］ 

  補助単価の見直し（労務費や物価高騰分を見込んでほしい）を希望。 

○木質バイオマス利用施設導入促進事業［高山市］ 

補助要件の見直し（燃料となるペレットを県内事業者から購入する際に、その購入費

を支援）を希望。 

○県民協働による未利用材の搬出促進事業［本巣市、下呂市］ 

・申請手続きの簡素化を希望。 

・補助単価の見直し（労務費や物価高騰を見込んでほしい）を希望。 

 ○木育拠点運営推進事業［高山市］ 

  高山市のサテライト施設は民間団体が運営していることから、木育を推進するソフト

事業への補助制度の導入を希望。 

○森と木と水の環境教育推進事業［美濃市、中津川市、高山市］ 

・市町村提案事業の補助対象経費に市町村が行う市単補助も対象としてほしい。 

・補助上限、下限の見直し（上限 500万円へ拡充）を希望。 

・新規実施校の掘り起こし及び教職員向けの研修会を実施してほしい。 
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○観光景観林整備事業［本巣市、垂井町、関ケ原町］ 

・補助率の見直し（附帯施設整備の補助率を 10/10へ）を希望。 

・補助要件の見直し（面積等）を希望。 

・「森林空間施設整備促進事業」で類似したメニューがあるが、競争率が高く選定を受 

けづらいため、メニューの充実を希望。 

・補助要件の見直し（河川や道路管理者が整備すべき範囲も一体的に整備するため、 

同意があれば実施可能とする）を希望。 

○森林空間施設整備促進事業［池田町］ 

・予算額の増額（多くの市町村へ配分する）を希望。 

・補助要件の見直し（一市町村当たり、２事業実施可能とする）を希望。 

○野生鳥獣個体数管理事業［養老町、郡上市］ 

・過去の実績を加味し、配分額を決定（２月末を待たず、上限頭数に達するため、 

２月に捕獲できない）してもらいたい。 

・予算額の増額、捕獲報酬費の増額を希望。 

○生態系保全市町村支援事業［可児市］ 

・補助要件の見直し（令和７年度から国費を活用しているが、交付決定前から業務を 

開始しないと効果が弱くなるため、市費を投入している。市の負担減のため、再度 

支援を望む。）を希望。 

○次代の環境活動を担う人材育成支援事業［中津川市］ 

・補助下限の見直し（下限額（現状：1,000千円/事業）が低くなると取組みが増加す 

ると考える）を希望。 

 

■設問６  次期「森林・環境税」の制度において実施すべき事業 

・職員の森林整備に係る事務作業に対する補助。QGISの講師を定期的に派遣する制度の 

創設。［池田町］ 

・クマ等の出没にあたり、見回り対応した狩猟者への日当支給。［郡上市］ 

・竹の有効活用に関する補助事業。［美濃加茂市］ 

・高齢級森林の間伐補助、搬出材積の拡大。［東白川村］ 

・市町村林務担当職員向けのドローンや ICTを活用した森林モニタリング事業の支援や 

資格取得（ドローン・樹木士・地域森林管理士）の補助制度。［御嵩町］ 

・森林ボランティアや地域住民向けの安全講習・普及啓発事業。［御嵩町］ 

・小規模自治体が抱える人員不足を補う広域的な森林管理支援事業。［御嵩町］ 

・既設のサテライト施設に対する財政支援。［中津川市］ 

・人工林を天然林へ誘導するための広葉樹の植樹等の活動への支援。［白川村］ 
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■設問７  次期「森林・環境税」の制度全般に係る要望 

・「里山林整備事業」は、一般の方に情報が普及しており、要望が多い。配分額の増額を希 

望。［岐阜市］ 

・地籍調査への支援を希望。[本巣市] 

・譲与税の譲与基準に付随し「清流の国ぎふ森林・環境税」においても私有林人工林面積 

が多い自治体に積極的な配分を希望。[池田町] 

・野生鳥獣害対策の強化を希望。[郡上市] 

・事業申請や報告様式の更なる簡素化・効率化を希望。[御嵩町] 

・県と市町村の連携強化による情報提供・助言体制の充実を希望。[御嵩町] 

・住民に制度の効果を「見える化」する広報支援の強化を希望。[御嵩町] 

・譲与税と県森林・環境税を活用する事業を整理して、継続すべきだと考える。[多治見市] 

・財政が厳しい中、事業を継続していくため、県森林・環境税を活用した事業の市町村負 

担分（一般財源分）に「譲与税」の活用を認めてほしい。[恵那市] 

 


